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　野村総合研究所では2005年から20年にわたって富裕層
の世帯数・純金融資産額の推計を行っている。この調査
では世帯の純金融資産（現金や現預金、株式等の金融資
産から住宅ローン等の負債を差し引いた金額）で 1億円
以上 5億円未満を「富裕層」、 5億円以上を「超富裕層」
と定義している。2025年 2 月に公表した最新調査によれ
ば、富裕層は153万世帯、超富裕層は12万世帯、両者の
合計は全世帯の 2～ 3％となっている。両者の世帯数は
一貫して増加し、2021年から2023年にかけては11％増、
保有する純金融資産は29％増と、過去最大の伸び率とな
っている。
　日本の超富裕層・富裕層が伸長している第一の要因は
株式市場の活況である。第二の要因は経済の活況に伴う
高額報酬所得層の増加である。役員報酬 1億円以上の上
場企業は2023年で509社となっており毎年増加している。
第三の要因はフルタイムの共働き世帯の増加である。有
業者二人世帯の平均年収は増加しており、それが貯蓄や
資産運用に向かう余裕資金の増加につながっている。第
四の要因は、相続・贈与による資産移転がある。
　こうした中で私が注目しているのは、近年の相場上昇
の恩恵を受けて保有金融資産が急増し、続々と富裕層の
仲間入りをした給与所得者層である。弊社では彼らを
「いつの間にか富裕層」と呼んでいる。彼らの生活様式
は一般の給与所得者と大きく変わらないのが特徴で、過
度な贅沢や派手な消費をするわけではない。その一方
で、趣味や旅行等には一般的な給与所得者よりも多くの
お金をかけ、ちょっとした贅沢を楽しんでいる。金融行
動も資産運用を手数料の安いインデックス投信に絞る、
売買手数料を気にしてオンライン金融機関を愛用するな
どコストには敏感である。この層は資産規模に比べて消
費行動や生活様式が控えめなのである。
　超富裕層に資産が大きく偏在する欧米に比べると日本
はそれほどの偏在がない。それならば、むしろ日本の特
徴である給与所得者の中から「いつの間にか富裕層」を
増やし、富裕層の裾野を厚くしていくべきではないかと
筆者は考えている。現在の「いつの間にか富裕層」をみ
れば、持株会や企業年金を上手に活用しており、教育費
や住宅のリフォームなどの支出に備えて流動性の高い
NISAなどの積み立ても活用している。また、退職後も
セカンドキャリアでフロー収入を得ながら退職金の一部
で資産運用を続け、60歳以降に「いつの間にか富裕層」
になる人もいる。金融機関はもとより、企業もまた自社
の社員の資産形成に関わり、草の根的に「いつの間にか
富裕層」を育てることが、「資産運用立国」の実現に向
けた重要な一助になると思っている。


